








 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

別 紙 

平成 26年経済センサス-基礎調査において「総売上高を把握すること」の効果及び懸念等に関する部会審議の主な内容 
                              

 

項  目 効 果 懸 念 
 

対 応 策 

事業所母集団データ
ベースの整備との関
係 

○ 運用初期段階における事業所母集団データベースの

有用性を図り、利活用のための環境整備の一環に資す

る効果が期待できる。 

○ 事業所母集団データベースから調査対象事業所の状

況を事前に把握することが可能となる。 

○ 事業所母集団データベースと統計調査の総売上高を

確認することにより、調査結果の良否の確認が可能と

なる。 

○ 回収率低下の懸念に伴う事業所母集団デ

ータベースの整備への影響のおそれ 

 

○ オンライン調査の実施による
調査客体の利便性の向上及び情
報保護意識への対応 

 
○ 総売上高のデータ移送が可能
な統計調査のデータについて、デ
ータ移送の措置 

 
○ 経済センサスの知名度の向上
のための広報の実施や、即時かつ
的確に双方向で情報発信を行う
ことのできるソーシャルメディ
ア等を活用した広報の工夫 

 
○ 総売上高の必要性・重要性を記
載したリーフレット等を活用し
た調査協力依頼の強化 

 
○ 国及び地方公共団体から各業
界団体への協力依頼の徹底 

 
○ 地方公共団体において有効で
あったとされる手法を地方公共
団体同士で共有すること等によ
り事務体制を整備  

 
○ 調査票データ審査システム（仮
称）の活用を通じた審査内容の重
点化・効率化 

 
※以上については、適宜総務省（政
策統括官）経由で部会委員、専門委
員に情報提供予定。 

他の基幹統計調査等
との関係 

○ 総売上高を把握している各種統計調査のデータ補完

や、各種統計調査の結果確認への活用において有用性

の向上が図られる。 

○ 総売上高を従業者数等と同様にフェイス項目として

確認することによる統計の品質向上が期待できる。 

○ 標本抽出の際に、総売上高で層化することによって、

統計調査結果の精度向上が期待できる。 

○ 標本調査の可能性の拡大を探るための一つの検証 

（参考） 

EuroStatが作成した「ビジネスレジスター勧告マニ

ュアル」では、取引額などの規模指標の利用を可能と

することが望ましいとの指摘あり。 

○ 総売上高について、各種調査において複数

回の回答を求められることによる報告者負

担の増加及び回収率低下の懸念 

○ データ移送の対象となる統計調査の報告

者と対象とならない統計調査の報告者との

間で生じる不公平感への懸念 

○ 総売上高を層化の基準として使用する際、

基礎調査の実施時点と、標本抽出に用いる時

点にズレが生じることによる利用上の懸念 

 

基礎調査との関係 

○ 運用初期段階における事業所母集団データベースの

有用性を図り、利活用のための環境整備の一環に資す

る効果が期待できる（再掲）。 

○ 調査実施部局における審査業務の負担増
の懸念 

○ 経理項目の把握について、事業所とりわけ
小さな事業者からの根強い抵抗感への懸念
（特に来年は消費税が上がる時期と重なり、
行政への反感も強まる。） 

○ 地方公共団体における報告者への説明や
督促、加えて照会対応の負担増への懸念 
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